
年度 数値 年度 数値

全国学力・学習状況調査で「学習意欲」に関係する項目に肯定的に答えた児童生徒数の割合（小・中学校）

24 左表参照 毎年度

小　0/3項目
中　1/3項目

肯定的に回答する児童生徒の割合は、全体として増
加傾向にあるものの、以前として全国を下回る項目
もあり、学力・学習状況充実プランにおいて「学
力・学習状況の充実に向けたガイドライン」として
改善の指針を示す等、市町村や小・中学校に対して
継続した働きかけを行っていく必要がある。

教育委員会 ×

健康寿命の延伸 22
男71.74年
女74.93年

(34)
男75年以上
女80年以上

-

地域・職域連携や健康づくりの環境整備等の取組を
強化し、生活習慣病の発生予防と重症化予防、生活
習慣の見直しなど、行政、企業・団体等との協力に
よる効果的な健康づくり運動を推進する。
（男71.65年 女74.65年(平成25年推定値))

健康福祉部 ×

特定健康診査の受診率 22 45.9% 29 70.0％以上
50.4%

(26年度)

特定健診・特定保健指導の実施主体は、医療保険者
であるため、普及啓発強化月間に医療保険者と協働
した普及啓発事業を今後も実施し、県民への普及啓
発を促す。また、保険者や企業等との連携による健
康づくり運動の推進と医療保険者を対象とした研修
会を開催し、特定健診受診率の向上を図る。

健康福祉部 ×

総合型地域スポーツクラブの会員数 23 54,615人 毎年度
前年度を
上回る

313,304人
(311,974人)

総合型地域スポーツクラブを設立する目的として、
県民が「いつでも、どこでも、いつまでも」スポー
ツに親しめる環境の整備をしていくことが挙げられ
る。県内には、総合型地域スポーツクラブの未育成
町が２町となっている。今後も、県内全市町村にク
ラブが設置されるよう支援するとともに、既存クラ
ブの質的向上を目指して、スポーツリーダーやクラ
ブマネージャーの育成、さらにクラブ間交流会等の
実施により、会員数の増加を図る。

教育委員会 ○

文化芸術に親しむ人の割合 22 43.0% 27 50%
43.4%

(35.6%)

芸術文化センター及び陶磁美術館においては、各館
の特性を活かした県民にとって魅力的な催しを実施
する必要がある。また、県が実施するイベントにお
いては、魅力的な企画内容と共に、効果的な広報を
適切に行い、多くの県民が参加するよう努める。

県民生活部 ×

指定・登録文化財の件数 23 1,354件 毎年度
前年度を
上回る

1,521件
(1,502件)

目標を達成できているが、引き続き候補物件の把握
に努め、調査及び審議を推進していくため、どこ
に、どのような文化財が存在するか、全体的・網羅
的に把握することを目的とした文化財の悉皆調査を
行う必要がある。

教育委員会 ○

市町村における子ども読書活動推進計画策定率 23 61% 29 80％以上
72.2%

(70.4%)

現在のところ、策定の予定がない市町村が６市町村
（11.1％）あることから、今後、各市町村の状況を
考慮し、策定の意義の普及と支援の方法について、
より工夫をしていく必要がある。

教育委員会 ×

達成
状況

１　長寿社会を豊かに生きる生涯学習

(1)

すべての項
目で全国平
均を上回

る。

体系別／項目名
現況 目標 ２８年度の状況

（前年度）
目標の達成に向けての課題 所管部局

(2)

(3)

本県 全国 本県 全国

学校の授業時間以外に普段（月～金曜日）、
1日あたり1時間以上勉強していますか。

54.0% 59.5% 70.8% 66.4%

国語の授業で目的に応じて資料を読み、自分
の考えを話したり、書いたりしていますか。

59.7% 61.3% 47.3% 50.4%

算数・数学の授業で問題を解くとき、もっと
簡単に解く方法がないか考えますか。

79.3% 79.1% 67.1% 66.3%

小学校 中学校
項　　　目

生涯学習推進計画における個別目標の達成状況について
生涯学習推進計画において記載している個別目標（４０目標）について、平成２８年度実績における達成状況を記載

本県 全国 本県 全国

学校の授業時間以外に普段（月～金曜日）、
1日あたり1時間以上勉強していますか。

55.6% 62.5% 69.6% 67.9%

国語の授業で目的に応じて資料を読み、自分
の考えを話したり、書いたりしていますか。

64.5% 67.0% 54.7% 62.2%

算数・数学の授業で問題を解くとき、もっと
簡単に解く方法がないか考えますか。

79.8% 80.5% 68.8% 69.0%

項　　　目
小学校 中学校

資料４
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年度 数値 年度 数値

達成
状況

体系別／項目名
現況 目標 ２８年度の状況

（前年度）
目標の達成に向けての課題 所管部局

生涯学習推進計画における個別目標の達成状況について
生涯学習推進計画において記載している個別目標（４０目標）について、平成２８年度実績における達成状況を記載

(4) あいちシルバーカレッジの年間受講者数 23 500人 26 540人
600人

(600人)

平成27年度から会場を新たに創設し、定員を60名増
やした。（平成27年度から定員は600名）
しかし、入学生は例年応募者多数のため抽選により
決定し、選外となる者もいるため、より多くの者に
学ぶ機会を提供できるよう、委託先の愛知県社会福
祉協議会と抽選方法や会場の新設（定員増）等を引
き続き検討していく必要がある。

健康福祉部 ○

「親の学び」学習プログラム活用講座（家庭教育研修会）参加人数 新規 － 毎年度
2,000人
以上

2,215人
(2,490人)

講師は地域に偏りがあるため、講師数の増を図ると
ともに、幼稚園や保育所などに留まらず、保健セン
ター等関係機関との連携により、研修会の開催場所
を広げていく必要がある。

教育委員会 ○

子育てネットワーカーの活用市町村数 23 22市町村 29
40市町村

以上
45市町村

(41市町村)

市町村に対して、子育てネットワーカーの活用を働
きかけるとともに、ネットワーカー自身にも、自ら
市町村に働きかけるよう促していく必要がある。

教育委員会 ○

相談活動により状況の好転した児童生徒数の割合 23 62.5% 毎年度 65％以上
86.3%

(78.8%)

相談者の多くが重篤なケースであるが、対応する相
談員への研修や相談員間での情報交換を行い、様々
なケースに対応できるようにしていく必要がある。

教育委員会 ○

(2) 学校支援地域本部におけるボランティア数 23 1,029人 毎年度
前年度を
上回る

582人
(682人)

子どもたちを育てる意義を啓発し参加者を広く募る
とともに、継続的にボランティアの資質向上に努め
ていく必要がある。

教育委員会 ×

子ども・若者支援地域協議会を利用できる子ども・若者の割合 24 16.2% 26 70%
57.5%

(57.5%)

各市町村の課題状況は多様で、地域資源や協議会の
必要性への認識に差があることなどから、協議会の
設置は容易ではない。
今後も、子ども・若者の行政分野を越えた総合支援
の重要性を広く訴え、各市町村が実情に応じて取り
組めるように情報提供や支援を行い、協議会設置に
向けて働きかけをしていく必要がある。

県民生活部 ×

地域における青年指導者の養成数 23 11人 毎年度 20人
18人

(16人)

研修修了後、地域社会ですぐに活用できる知識・技
能の習得を目指した魅力あるプログラムの開発を行
うとともに、青年講座の開催を広く県民に周知して
参加者を増やしていくことが必要である。

教育委員会 ×

(4) 食育推進ボランティアから食育を学んだ人数 23 72,000人 27
100,000人

以上
105,000人

(105,000人)

より多くの県民に食育を学ぶ機会を提供するため、
食育推進ボランティアの資質向上を図り、活動人数
を増やす必要がある。

農林水産部 ○

(1) ユネスコスクールの認定数
25年
2月

27校 26
150校
以上

162校
(160校)

目標を達成することができたが、引き続き充実した
活動を行うことが重要であるため、加盟校の活動支
援に重点を置いていくことが必要である。

教育委員会 ○

県民との協働・連携により、農地などでの生物多様性の保全活動を行う組織数 21 98組織 27 131組織
－

(178組織)
平成27年度に目標を達成済
平成28年度以降未集計

農林水産部 ○

地域における生態系ネットワーク協議会の設立数 24 3協議会 29 9協議会
9協議会

(8協議会)

個別目標は達成したが、引き続き各協議会間の成果
の共有化、活動の底上げ、積極的な情報発信に努め
る必要がある。

環境部 ○

防災学習システムのアクセス件数 23 92,944件 29 230,000件
333,504件

(237,909件)

目標を達成できているが、平成28年4月に起きた熊
本地震の影響で県民の関心が高まっていることか
ら、引き続きイベント等を通じて県民への啓発を進
めていく。

防災局 ○

防犯ボランティアリーダーの養成数 24 959人 27
2,000人
以上

4,180人
(3,366人)

目標を達成できているが、自主防犯団体の構成員の
高齢化や後継者不足の課題に対応するため、引き続
き防犯活動の担い手である防犯ボランティアを養成
する必要がある。

県民生活部 ○

２　家庭と地域の教育力を高める生涯学習

(1)

(3)

３　持続可能な社会づくりを進める生涯学習

(2)

(3)
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年度 数値 年度 数値

達成
状況

体系別／項目名
現況 目標 ２８年度の状況

（前年度）
目標の達成に向けての課題 所管部局

生涯学習推進計画における個別目標の達成状況について
生涯学習推進計画において記載している個別目標（４０目標）について、平成２８年度実績における達成状況を記載

(4)
人権啓発イベントへの参加により、人権を尊重するきっかけになったと思う人の
割合

23 89.9% 毎年度 90％以上
94.29%

(93.68%)

目標を達成することができたが、引き続き多くの県
民が参加し、人権尊重への意識を啓発できるようイ
ベントの周知を図る必要がある。

県民生活部 ○

(5) ファミリー・フレンドリー企業登録数 23 912社 27 1,721社
1,204社

(1,185社)

現計画における目標年度は平成27年度までの設定と
なっているが、今後ともワーク・ライフ・バランス
の取組が進んでいないと思われる中小企業を中心
に、社会保険労務士を派遣すること等で、ファミ
リー・フレンドリー企業の登録促進に努める。

産業労働部 ×

(6) 要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員の養成数 23

要約筆記者
22人、通

訳・介助員
15人

毎年度 各20人

要約筆記者12人
　　　　(25人)
通訳･介助員10人
　　 　(15人)

要約筆記者及び盲ろう者向け通訳・介助員の活動や
必要性について普及啓発を行い、受講者の掘り起し
に努める必要がある。

健康福祉部 ×

(7) 国際理解ワークショップの開催数 24 4回 26 8回
5回

(7回)

より多くの学生が参加しやすいよう、回数・内容を
検討するとともに、参加した学生が講座終了後、活
動につなげていけるよう支援していく必要がある。

県民生活部 ×

(8) 技能五輪全国大会・全国アビリンピックへの来場者数 新規 － 26
180,000人

以上
-

平成26年度に実施し、来場者数は289,000人であっ
たため目標を達成している。

産業労働部 ○

(1) 全日制県立高等学校におけるインターンシップ等の体験人数 23 9,483人 27
16,000人

以上
17,323人

(12,704人)
普通科高等学校におけるインターンシップ等の充実
を図る必要がある。

教育委員会 ○

(2) 愛知県職業訓練会館の利用率 23 53.9% 毎年度
60％以上を

維持
56.8%

(61.7%)

職業能力開発協会が会館利用の促進を目指し、事業
所・団体が職業訓練を行う際には当会館を利用する
よう積極的に呼びかけるなど広報の機会を増やすな
どして利用者獲得を図るのに併せて、県としても職
業能力開発協会が行う積極的な広報活動を支援する
必要がある。

産業労働部 ×

(3) 大学院、大学、短期大学、高等専門学校における公開講座の開催数 23 2,619講座 29
2,750講座

以上
2,965講座

(2,712講座)

行政や大学等の情報交換の場を設けるなど、より一
層取り組みやすい環境づくりを整備し、引き続き働
きかけていくことが必要である。

教育委員会 ○

(1) 生涯学習推進本部会議の開催回数 23 1回開催 毎年度
1回以上
開催

1回
(1回)

単に開催したという実績だけでなく、会議を通して
生涯学習にかかる全庁的な意思統一、認識の共有を
図ることが重要である。

教育委員会 ○

生涯学習情報システム「学びネットあいち」アクセス件数 23 5,799,436件 毎年度
前年度を

10％上回る
1,527,331件

(1,987,791件)

県民の高度化かつ多様化する学習ニーズに対応する
ため、常に魅力的な学習コンテンツや学習情報を提
供することによって、アクセス件数の増加を図るこ
とが必要である。

教育委員会 ×

生涯学習情報システム「学びネットあいち」ネットワーク機関数 23 1,410機関 29
1,800機関

以上
1,714機関

(1,717機関)

目標の達成まで残り86機関であるが、生涯学習情報
の提供は県の重要な役割であることを再認識し、新
たな情報提供機関の深耕に努めていく必要がある。

教育委員会 ×

(3) 生涯学習支援ボランティアの登録数 23 211人 29 400人以上
294人

(320人)

ボランティアを養成するための講座を継続して実施
していくとともに、ボランティアを必要とするイベ
ント等の情報提供など、ボランティアが活動しやす
い環境づくりに努める必要がある。

教育委員会 ×

４　職業的自立を高める生涯学習

５　生涯学習推進体制づくり

(2)
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年度 数値 年度 数値

達成
状況

体系別／項目名
現況 目標 ２８年度の状況

（前年度）
目標の達成に向けての課題 所管部局

生涯学習推進計画における個別目標の達成状況について
生涯学習推進計画において記載している個別目標（４０目標）について、平成２８年度実績における達成状況を記載

地域指導者の養成数 24 155人 毎年度 250人以上
208人

(222人)

人材の養成は県の重要な役割の一つであり、社会の
状況に応じて、必要な人材を養成するための研修を
継続的に実施していく必要がある。

教育委員会 ×

市町村立図書館の行う研修会への県図書館職員の派遣者数 23 35人 毎年度 50人以上
36人

(49人)

市町村立図書館のニーズを的確に把握するために、
人的交流、情報交換の機会を確保することと、派遣
する職員のコミュニケーション能力や問題把握能力
の向上、また、こうした能力を有する人材の確保と
育成に努める。

県民生活部 ×

愛知芸術文化センター来館者・施設利用者率（来館者・施設利用者/県人口） 23 32.9% 毎年度 30％以上
36.37%

(32.71%)

美術館、芸術劇場等の有する高度な施設機能を生か
して、それぞれの部門が創意工夫を凝らし事業を遂
行するとともに、複合施設であるセンターの特性を
踏まえ、相互に連携を図り、より柔軟で弾力的な運
営を行い、更なるサービスの向上を図る。

県民生活部 ○

愛知県陶磁美術館来館者数 23 103,386人 毎年度
100,000人

を
維持

79,159人
(92,045人)

ボランティアの活用方法やイベント内容の見直しを
通じてサービスの向上を図るとともに、教育普及プ
ログラムの充実に努め、魅力ある美術館づくりに努
める。

県民生活部 ×

青年の家年間宿泊利用率 23 42.8% 27 50％以上
38.4%

(46.6%)
宿泊利用者数が少ない閑散期（10月～2月）の宿泊
利用者数を伸ばす必要がある。

教育委員会 ×

美浜少年自然の家年間宿泊利用人数 23 48,140人 27
51,000人

以上
50,387人

(49,011人)
宿泊利用者数が少ない閑散期（10月～2月）の宿泊
利用者数を伸ばす必要がある。

教育委員会 ×

旭高原少年自然の家年間宿泊利用人数 23 53,896人 27
54,200人

以上
47,830人

(49,917人)
宿泊利用者数が少ない閑散期（10月～2月）の宿泊
利用者数を伸ばす必要がある。

教育委員会 ×

清洲貝殻山貝塚資料館利用人数 23 2,159人 毎年度
2,400人
以上

9,087人
(5,226人)

朝日遺跡の魅力を発信する資料館として、利用率を
向上していくためには、継続的に魅力ある事業を展
開し、普及活動に努めていく必要がある。

教育委員会 ○

達　成 19
未達成 21
計 40

(4)
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